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要旨：分割式大型プレキャストボックスカルバートの耐荷性能を評価するため，ボックスカルバート隅角部

を想定した L 形部材試験体で正負交番載荷試験を実施した。これまでの研究では，圧着式接合工法を用いた

従来手法の試験体では既存工法に比べてその挙動は一体成形に近似し，接合部での破壊はみられなかったが，

正載荷において耐荷重がやや小さい傾向にあった。本研究では圧着力作用位置を変えることで耐荷性能の向

上を図った実験の結果，隅角部での破壊は見られず，正載荷でも従来手法より耐荷性能を向上できることが

確認できた。さらには隅角部ではひび割れなどの変状発生を減少させることを確認した。 
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1. はじめに 

 近年，国土交通省が推奨する「i-Construction」の 3 本

の柱の一つであるコンクリート工の「規格の標準化」に

向けて，コンクリート生産性向上検討協議会 1)が設置さ

れ，生産性向上を進めるために様々な検討がされている

が，その中でプレキャストは生産性向上の観点から注目

されている。 

著者らもこれまでに分割式大型プレキャストボック

スカルバートの隅角部に配する接合工法として開発した

圧着式接合工法（以下，PJ 工法と称する）静的曲げ載荷

試験および正負交番載荷試験を行った。その結果隅角部

で破壊することなく，頂版部での曲げ破壊により終局状

態に至っていることを検証してきた 2)，3)。しかし，正負

交番載荷試験の正載荷（開方向）による荷重値は，一体

成形に比べて僅かに小さい傾向が見受けられた。 

そこで本研究では，圧着力の作用位置を変えることで

耐荷性能の向上を目的とし，ボックスカルバートの隅角

部を想定した L 形部材試験体を作製して正負交番載荷試

験を行った。 

 

2. 実験概要 

2.1 試設計条件 

 表－１に試験体の試設計条件を示す。 

試験体は，耐震設計を行ったボックスカルバート（内

空幅 3000mm×内空高 3000mm）として，荷重条件に見合

う頂版厚および側壁厚とし，要求耐力を満たす配筋量と

した。ボックスカルバートは地中埋設構造物であること

から応答変位法による耐震設計を行い，常時およびレベ

ル 1 地震動時は許容応力度法，レベル 2 地震動時は限界 状態設計法の終局限界状態にて安全性を照査した 4)-6)。 
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表－1 試験体の試設計条件 

試設計の 
形状寸法 

ボックスカルバート 
B3000×H3000mm 

地盤条件 
土被り 2.0m（地下水なし） 
原地盤面まで N 値 5 
基盤面まで N 値 10 

荷重条件 
常時荷重 
L1 地震動時荷重 
L2 地震動時荷重 

 

表－2 使用材料 

コンクリート 
設計基準強度（N/mm2） 40 
設計スランプ（cm） 18 
設計空気量（%） 2.0 

鉄筋 

SD345：D13，D16（一般部） 
主鉄筋 D16-4 本/0.5m 
配力筋・フープ筋 D13 
ハンチ筋出し D16-3 本/0.5m 

SD490：D19（接合部圧着用） 
 主鉄筋 D19-3 本/0.5m 

 

表－3 コンクリートの示方配合 

W/B 
(%) 

s/a 
(%) 

単位量（kg/m3） 

W C FA S G Air 

38.0 36 175 389 100 593 1122 2.0 

注)W/B：水結合材比，FA：フライアッシュ，Air：(%) 
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2.2 使用材料 

 表－2 に使用材料，表－3 にコンクリートの示方配合

を示す。コンクリートは通常プレキャスト部材の製造に

使用している設計基準強度 40N/mm2の配合を用いた。頂

版部材および側壁部材の主鉄筋にはコンクリート用棒鋼

の D16（4 本/0.5m，SD345），配力筋およびフープ筋には

D13（SD345）を用いた。また PJ 工法では主鉄筋に D19

（3 本/0.5m，SD490）の高張力ねじ節棒鋼（以下，高強

度鉄筋と称する）を用いた。 

2.3 実験水準 

 表－4 に試験体の実験水準を示す。PJ 工法は，ナット

締付けに用いる高強度鉄筋（SD490）を構造用鉄筋と接

合用アンカー筋として併用し，普通鉄筋（SD345）より高

強度になった応力度差（490-345＝145N/mm2）を部材接合

のナット締付け力に利用することで普通鉄筋の耐力を保

持しつつ，接合面に圧着力を与えて開口変位の抑制や荷

重除荷後の復元性が期待できる接合工法である 2)。 

試験体は，既報 3)の比較用である一体成形（試験体 N）

および既報 3)の側壁から直筋を突出させて接合した従来

手法である PJ 工法（試験体 PJ-H），耐荷力を向上させる

目的で圧着力の作用位置を変えた PJ 工法（試験体 PJ-R1

～試験体 PJ-R3）の 5 種類とした。 

 試験体 PJ-R1 は圧着力の作用位置は既報の配置そのま

までハンチ部にて用心鉄筋としてハンチ筋 7）相当（鋼種

SD345，D16-3 本/0.5m）の配筋を追加したものである。

試験体 PJ-R2 は圧着力の作用位置をボックスカルバート

内空側にするため，高強度鉄筋を曲げ加工してハンチ部

に配置したものである。試験体 PJ-R3 は圧着力の作用位

置は試験体 PJ-R2 と同様にボックスカルバート内空側に

するが，曲げ加工せずに機械式定着を用いて高強度鉄筋

の軸線上で直線上に圧着力を与えたものであり，一体成

形と同等の耐荷力を目指した。 

2.4 試験体概要 

 図－1 に試験体概要を示す。試験体は，ボックスカル

バートの頂版と側壁で構成された L 形状の切取り試験体

とした。基本的な形状や配筋はいずれの試験体も同様と

し，実構造物同様，側壁部材上端にコンクリート標準示

方書 8)に準じたコーベルを配置し，この上端でスラブ形

状の頂版部材を接合させた。なお，試験体 N については

通常の三角ハンチとし，ハンチ筋を配置した。また，い

 

  

（a）試験体 N（既報 3)）     （b）試験体 PJ-H（既報 3)） 

   

（c）試験体 PJ-R1       （d）試験体 PJ-R2        （e）試験体 PJ-R3 

図－1 試験体概要（奥行き長さ 500mm） 

 

表－4 試験体の実験水準 

 略記号 試験体概要 

既報 3) 試験体 N 一体成形（比較用） 

既報 3) 試験体 PJ-H 従来手法 

NO.1 試験体 PJ-R1 ハンチ筋相当配置 

NO.2 試験体 PJ-R2 曲げ加工，内空配置 

NO.3 試験体 PJ-R3 機械式定着，内空配置 
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ずれの試験体も奥行き長は 500mm とした。 

2.5 載荷方法および測定方法 

 図－2 に載荷方法，図－3 に測定器の取付け位置，図－

4 に正負交番試験状況を示す。 

載荷は外側と内側の両方に曲げモーメントが作用す

るよう，開方向および閉方向に油圧ジャッキを作動させ

て曲げモーメントを再現した。加力は開方向を正載荷，

閉方向を負載荷とした。試験体は鋼板上に水平に置き，

鋼板上と試験体底面にテフロンシートを敷いて摩擦を減

じた。 

 載荷パターンは正負方向共に 1 回ずつ予備加力を行っ

た後，主鉄筋降伏時の載荷変位を降伏変位δy として，

±1δy，±2δy，±3δy・・・と同一変位で 3 回ずつ正

負に繰り返し載荷を行った。3 回の繰り返しで荷重の低

下が認められない場合は，順次±1δy を増加させて載荷

を続け，最大荷重の 80％以下になるまで変位を漸増させ 

た 9)。 

 降伏変位は，別の試験体で事前に実施した一方向の静

的載荷試験結果から，+δy＝13.5mm および－δy＝

9.9mm とした。正載荷の+δy はコーベルの影響をうけな

いため，コーベルなしの試験体 N，負載荷の—δy はコー

ベルの影響を受けるためコーベルありの試験体 PJ-H の

主鉄筋の降伏時の載荷変位とした。 

 測定項目について，載荷変位は巻込型変位計を用いて

油圧ジャッキ取付け位置の部材軸線間の変位を測定した。

また，部材の水平および垂直変位は一般用変位計にて，

部材接合部の開口変位は標点距離 100mm のパイ型変位

計にて，主鉄筋ひずみはひずみゲージにて，それぞれ計

測した。 

 

3. 実験結果 

3.1 材料特性値 

 表－5 に材料特性値を示す。コンクリートは正負交番

載荷試験実施日に各種強度試験を実施し，充填モルタル

は管理材齢の 28 日材齢日に圧縮強度試験を実施して，

設計基準強度および規格強度を満足していることを確認

した。鉄筋については，ミルシートで特性値を確認した。 

3.2 正負交番載荷試験 

(1) 終局時の破壊状況 

 図－5 に終局時の破壊状況を示す。試験体 PJ-R1 は負

載荷－9δy の 2 サイクル目，試験体 PJ-R2 は正載荷＋6

δy の 1 サイクル目で頂版主鉄筋の破断により荷重が低

下したため，載荷を終了した。試験体 PJ-R3 は正載荷＋

7δy，負載荷－7δy，で最大荷重の 80％以下となったの

を確認して載荷を終了した。 

なお，一体成形の試験体 N は正載荷＋8δy，負載荷－

7δy，試験体 PJ-H は正載荷＋9δy，負載荷－8δy で最

大荷重の 80％以下となったのを確認している。 

 いずれの試験体においても頂版ハンチ付根付近の断面

変化点にて曲げ破壊となった。試験体 PJ-R1 は従来手法

の試験体 PJ-H と比べ隅角部の変状は減少しているもの

 

図－2 載荷方法および測定方法 

 

 
図－3 測定器の取付け位置 

 

 

図－4 正負交番試験状況 

 

表－5 材料特性値 

コンクリート 
材齢:載荷試験日 
(材齢:約 6 週間) 

圧縮強度(N/mm2) 
ヤング係数(kN/mm2) 
割裂引張強度(N/mm2) 

49.7 
31.2 
3.19 

無収縮モルタル
(σ28) 

圧縮強度(N/mm2) 77.2 

鉄 
筋 

区分 
降伏点

(N/mm2) 
引張強さ 
(N/mm2) 

破断 
伸び(%) 

SD345 
D13 394 534 22 

D16 395 541 22 

SD490 D19 538 681 19 
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の，他試験体に比べ破壊の範囲が大きい。一方，試験体

PJ-R2，試験体 PJ-R3 は接合部の両端に圧着力を作用させ

ており，その区間内では変状がほとんど見られず，破壊

の範囲も小さいことがわかる。 

(2) 荷重と載荷変位の関係（ヒステリシス曲線） 

 図－6 に荷重と載荷変位の関係を示す。いずれの試験

体も正載荷と負載荷ともに，変位の増加に伴う荷重の低

下はなく，ヒステリシス曲線の描く面積は大きく，形状

も正負対称に近い履歴を示した。 

 本研究で着目している正載荷における荷重値は，従来

手法の試験体 PJ-H に比べて，圧着力の作用位置を変え

てない試験体 PJ-R1 で 7％と向上があまりみられなかっ

た。一方，圧着力の作用位置を変えた試験体 PJ-R2 およ

び試験体 PJ-R3 の荷重値は，それぞれで 21％および 16％

向上した。なお，荷重値は一体成形の試験体 N よりも 9

～19％とやや低いものの，これは断面耐力に考慮されて

いないハンチ筋の鉄筋量の差が影響していることが考え

られる。 

 なお，負載荷における荷重値は，一体成形の試験体 N

と比較すると，試験体 PJ-R1 で 97％，試験体 PJ-R2 で

   

（a）試験体 N（既報 3)）       （b）試験体 PJ-H（既報 3)） 

     

（c）試験体 PJ-R1        （d）試験体 PJ-R2        （e）試験体 PJ-R3 

図－5 終局時の破壊状況 

 

  
（a）試験体 N（既報 3)）       （b）試験体 PJ-H（既報 3)） 

 

（c）試験体 PJ-R1        （d）試験体 PJ-R2         （e）試験体 PJ-R3 

図－6 荷重と載荷変位の関係 
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95％，試験体 PJ-R3 で 95％であり，いずれの試験体につ

いても従来手法の試験体 PJ-H に比べて 2~5％と微増で

はあるが向上しており，負載荷においても最大荷重値の

向上を確認した。 

(3) 履歴吸収エネルギー 

 図－7 に履歴吸収エネルギーを示す。いずれの試験体

も変位の漸増に伴い履歴吸収エネルギーも増大し，最大

値を計測した後に低下する履歴を示した。履歴吸収エネ

ルギーの低下がみられことから，軸方向鉄筋の座屈が生

じたものと推察される 9)。終局時の破壊性状からみて，

頂版ハンチ付根付近の断面変化点にて塑性変形している

ことが確認できる。履歴吸収エネルギーの累積値は，試

験体 N で 121kN・m，試験体 PJ-H で 124kN・m，試験体

PJ-R1 で 115kN・m，試験体 PJ-R2 で 53kN・m および試

験体 PJ-R3 で 89kN・m であり，これは塑性変形の範囲に

関連していると考えられ，塑性変形の範囲が大きいほど

履歴吸収エネルギーの累積値も大きくなっている傾向に

ある。 

(4) 接合部開口変位 

 図－8 に接合部の開口変位と載荷変位の関係を示す。

横軸の中央の 0 点を基準に正載荷を＋方向，負載荷を－

方向として示している。 

圧着力の作用位置が従来手法の試験体 PJ-H と同様の

試験体 PJ-R1 はあまり相違ないが，内空側にハンチ筋相

当を配置したことで，若干の抑制効果がみられる。 

抑制効果の大きい正載荷をみると，1δ時点では従来

手法の試験体 PJ-H の 2.88mm に比べて，試験体 PJ-R1 で

1.97mm，試験体 PJ-R2 で 0.28mm および試験体 PJ-R3 で

0.71mm と開口変位量を大きく低減させていることを確

認できる。試験体 PJ-R3 はひび割れ発生の影響で計測不

能となったため，正載荷の 2δ時点で計測器を取り外し

た。 

(5) 主鉄筋ひずみ 

 図－9 に負載荷時の主鉄筋ひずみの分布，図－10 に正

載荷時の主鉄筋ひずみの分布を示す。図中の起点は隅角

部格点を 0 とし，＋方向を頂版側，－方向を側壁側とし

 

   

（a）試験体 N（既報 3)）     （b）試験体 PJ-H（既報 3)） 

 

（c）試験体 PJ-R1         （d）試験体 PJ-R2         （e）試験体 PJ-R3 

図－9 主鉄筋ひずみ（負載荷時：閉方向） 
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図－7 履歴吸収エネルギー 

 

 

図－8 接合部の開口変位と載荷変位の関係 
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てその計測位置を示している。正載荷，負載荷のいずれ

の試験体も頂版ハンチ付根付近の断面変化点にて最大ひ

ずみが発生している傾向にあり，終局時の破壊性状と一

致している。隅角部起点 0 付近でのひずみはあまり大き

くなく，接合部での応力伝達に問題は認められなかった。 

また，図－9 から既報 3)で最大ひずみを計測した頂版

の断面変化点における主鉄筋ひずみは，圧着力作用位置

を変えた試験体 PJ-R2 および試験体 PJ-R3 では従来手法

よりひずみの発生を抑制させていることが確認された。 

図－10の正載荷では既報 3)のひずみ値と同程度であり，

PJ 工法の作用位置を変えた試験体 PJ-R2 および試験体

PJ-R3 の高強度鉄筋でも普通鉄筋との差はみられなかっ

た。 

 

4. まとめ 

 ボックスカルバートの頂版隅角部を想定したL 形状の

切取り試験体を用いて行った正負交番載荷試験で，圧着

力作用位置を変えることで耐荷性能の向上を図った結果，

次のことが確認できた。 

1）接合部に圧着力を与える位置をボックスカルバートの

内空側へ配置した結果，側壁から直筋を突出させて接

合した従来手法に比べて，正載荷および負載荷のいず

れにおいても荷重値の向上を確認した。 

2）圧着力の作用を接合面両端に配置させることで，接合

部の開口変位を抑制でき，圧着力の作用間は変状の発

生を低減させることを確認した。 

3）隅角部および接合部での破壊はなく，頂版の断面変化

点で塑性変形していることを確認し，履歴吸収エネル

ギーの低下がみられことから，軸方向鉄筋の座屈が生

じたものと確認できた。 

4）接合部の開口変位を抑制できていること，接合部を介

した主鉄筋ひずみの応力伝達に問題は認められない

ことから，隅角部は剛域を形成していると判断できる。 
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（a）試験体 N（既報 3)）     （b）試験体 PJ-H（既報 3)） 

 

（c）試験体 PJ-R1         （d）試験体 PJ-R2         （e）試験体 PJ-R3 

図－10 主鉄筋ひずみ（正載荷時：開方向） 
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